
(3) その他の生活支援サービス

(　
　

)

リ
ス
ク
者
割
合

(5) 一般介護予防事業

(4) 介護予防ケアマネジメント

20. 年齢補正後の認定率（％）

12. 高齢者世帯数（世帯）

市町村名 1. 団体コード

3. 市町村類型

4. 地域区分（級地）

6. 人口集中地区の居住者割合（％）
2. 広域連合名 5. 日常生活圏域数

Ⅰ基礎データ

（　　　　　度決算見込版　）

7. 総人口（人）

 75歳以上人口（人）
 85歳以上人口（人）

8. 第１号被保険者数（人）
 65歳以上75歳未満（人）
 75歳以上85歳未満（人）
 85歳以上（人）

9. 高齢化率（％）
10. 後期高齢化率（％）
11. 85歳以上高齢化率（％）

 高齢者夫婦のみ世帯比率（％）

13. 2025年推計人口（人）

 75歳以上人口（人）
 2015年度からの増減率（％）

 高齢者独居世帯割合（％）

 2015年度からの増減率（％）
14. 2040年推計人口（人）

 75歳以上人口（人）
 2015年度からの増減率（％）

 2015年度からの増減率（％）

19. 総合事業対象者数（人）

 年齢補正後の重度認定率（％）
 年齢補正後の軽度認定率（％）

21. 高齢者一人当たり現役世代数（人）
22. 平均寿命(歳）

16. 要支援・要介護認定率（％）１号のみ
17. 認定者のうち第2号被保険者数（人）
18. 認知症日常生活自立度Ⅱa以上（人）

男
男

女
女

Ⅱ　在宅医療介護推進体制

24. 病院・診療所・介護施設の状況 75歳以上人口
1000人あたり

Ⅲ　地域包括ケア推進体制

病床(一般）数（床）
病床(療養）数（床）
有床診療所数（箇所）
無床診療所数（箇所）
在宅療養支援病院数（箇所）
在宅支援診療所数(機能強化型・連携）（箇所）
歯科訪問診療（診療所、居宅施設数（箇所）
往診を実施する一般診療所数（箇所）
訪問診療を実施する一般診療所数 （箇所）
一般診療所による訪問診療の実施件数
看取りを実施する一般診療所数（箇所）
一般診療所による看取りの実施件数（件）
訪問看護ステーション数(箇所）
医療機関医師数（人）
(24時間対応)訪問看護ステーション看護職員数（常勤換算）（人）

歯科医師数（人）
薬剤師数（人）
介護療養型医療施設病床数（床）
介護老人保健施設定員数（人）
介護老人福祉施設定員数（人）
介護医療院定員数(人）
自宅死の割合（％）

要支援・要介護認定者
に占める割合

老人ホーム施設死の割合（％）

訪問介護
訪問入浴介護
訪問看護
訪問リハビリテーション
居宅療養管理指導
通所介護
通所リハビリテーション
短期入所生活介護
短期入所療養介護
特定施設入居者生活介護
定期巡回随時対応訪問介護看護
夜間対応型訪問介護
地域密着型通所介護
認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
看護小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護療養型医療施設

サービス利用件数25. 主なサービス受給構造

介護医療院

(6) 介護支援ボランティア（ボランティアポイント）（人数）

(1) 訪問型サービス 事業費内訳 年間件数
27. 包括的支援事業の実施状況

(1) 地域ケア会議実施状況

③地域ケア個別会議（地域課題（テーマ別）の検討（例：在宅医療介護連携））

②地域ケア会議個別会議（自立支援型ケアマネジメント）

年間検討延べ件数実施
有無

 訪問介護（訪問介護相当）
 訪問サービスＡ（基準緩和）
 訪問サービスＢ（住民主体による支援）

 訪問サービスＤ（移動支援）
 訪問サービスＣ（短期集中予防サービス）

事業費内訳

実施
有無 年間件数

主な内容

通いの場開催頻度
通いの場 通いの場の箇所数

週1回以上
週1回以上の参加率

体操（運動）
認知症予防

月1回～4回未満
茶話会
その他趣味活動

会食

一般介護予防事業評価事業（件数）
地域リハビリテーション活動支援事業（件数）

(7) 認知症カフェ（主体別箇所数）

実施
有無

①地域ケア会議個別会議（困難事例）

④地域ケア推進会議（施策検討）
(2) 生活支援体制整備事業

生活支援コーディネーター

(3) 認知症総合支援事業

(4) 在宅医療・介護連携推進事業

①認知症初期集中支援チーム対応件数（件）
②認知症サポーター数（人）
③認知症地域支援推進員数（人）
④認知症サポート医数（人）

①在宅医療介護連携推進協議会開催数（回）

②在宅医療介護連携相談支援事業の運営主体

保健福祉事業

内容28. 独自施策
市町村特別給付

29. 地域包括支援センター　（箇所）
うち直営地域包括支援センター箇所数（箇所）
うち委託地域包括支援センター箇所数（箇所）
（別掲）ブランチ・サブセンター箇所数（箇所）

Ⅳ　介護予防・日常生活圏域ニーズ調査　
(1) 主観的健康観の高い高齢者の割合（％）
(2) 主観的幸福感の高い高齢者の割合（％）
(3) 気分が落ち込んだり、ゆううつな気持ちになる（％）
(4) 物事に対して興味がわかない、心から楽しめない感じ（％）

スポーツ関係のグループやクラブに参加している高齢者の割合（月１回以上）（％）

趣味関係のグループに参加している高齢者の割合（月１回以上）（％）

自立 自立＋支援１・２

43.
健康
につ
いて

31.
社会
参加
者割
合

 65歳以上人口（人）
15. 要支援・要介護認定者数（人） ２号含

箇所数/人数/割合

23. 平均自立期間（歳）(要介護2以上）
男 女

二次医療圏

市町村

(2) 通所型サービス 事業費内訳 年間件数実施
有無

 通所介護（通所介護相当）
 通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）
 通所型サービスＢ（住民主体による支援）
 通所型サービスＣ（短期集中予防サービス）

事業費内訳 年間件数実施
有無

配食サービス
定期的な安否確認及び緊急時の対応を行う対象者数
訪問型及び通所型サービスと一体的提供

事業費内訳 年間件数
介護予防ケアマネジメント件数

運動器機能リスク高齢者の割合（％）
転倒リスクがある者の割合（％）
咀嚼機能リスク者の割合（％）
栄養改善リスク者の割合（％）
認知症リスク高齢者の割合（％）
抑うつリスク者の割合　（％）

自立 自立＋支援１・２
30.

年間会議延べ件数

第２層人数第１層人数実施
有無

専任
兼務

専任
兼務

実施
有無 件数/人数

実施
有無 開催数/実施主体

市区町村

医療機関

地区医師会

その他
実施
有無

ボランティアに参加している高齢者の割合（月１回以上）（％）

収入のある仕事をしている高齢者の割合（月１回以上）（％）
学習・教養サークルに参加している高齢者の割合（月１回以上）（％）

地域づくりへの参加意向のある高齢者の割合　（％）
地域づくりへの企画・運営として参加意向のある高齢者の割合　（％）

内
容

平成30年

26. 介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況



35.  サービス費割合、受給者割合

区分 介護予防支援・居宅介護
支援（件数）

小規模多機能型
居宅介護(件数）

看護小規模多機能型
居宅介護（件数）

居住系サービス

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設

【裏面】

32. 　介護予防支援・居宅介護支援（ケアマネジメント）件数、サービス利用件数、受給者数（要介護度別）

介護医療院特定施設＋地域密着型特定施設＋GH

施設介護サービス（人）

（市町村民税世帯非課税で公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が80万円以下の者等）

被保険者数（人） 所得段階別人数割合

第１段階

33.　保険料構造（月額換算相当） 金額（円）

標準給付費

総給付費

在宅サービス

居住系サービス

施設サービス

調整交付金調整額（※再掲）

地域支援事業費

介護予防・日常生活支援総合事業費

包括的支援事業・任意事業費

市町村特別給付費等

財政安定化基金（拠出金見込額+償還金）

保険料必要額計（月額）

介護準備基金取り崩し

保険料基準額（月額）

34.  所得段階別第1号被保険者数等

第２段階 （市町村民税世帯非課税で公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が120万円以下の者）

第３段階 （市町村民税世帯非課税で、第１段階・第２段階以外の者）

第４段階 （市町村民税本人非課税で公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が80万円以下の者）

第５段階 （市町村民税本人非課税で第４段階以外の者）

第６段階 （本人市町村民税課税で、合計所得金額120万円未満の者等）

第７段階 （本人市町村民税課税で、合計所得金額120万円以上200万円未満の者等）

第８段階 （本人市町村民税課税で、合計所得金額200万円以上300万円未満の者等）

第９段階 （本人市町村民税課税で、合計所得金額300万円以上の者等）

合計

地域密着型サービス(%)
施設介護サービス(%) 施設介護サービス(%)

地域密着型サービス(%)

36.　保険料月額基準額の推移（円）

第3期（平成18年度） 第4期（平成21年度） 第5期（平成24年度） 第6期（平成27年度） 第7期（平成30年度）

決算額（千円）

41.  介護保険特別会計経理状況　保険事業勘定

(2)主な介護者の勤務形態 4)今後も働きながら介護を続けていく
1．検討していない　（％）

2．検討している　（％）

3．すでに申し込んでいる（％）

44
．在
宅生
活の
継続

1．夜間の排泄（％）

2．認知症への対応（％）

3.　特にない　（％）
44．
介護
者の
就労
継続

1．フルタイム（％）

2．パートタイム（％）

3．働いていない （％）

4．わからない （％）

無回答 （％）

1．問題なく続けていける （％）

2．何とか続けていける （％）

3．やや難しい （％）

4．かなり難しい （％）

5．分からない （％）

無回答 （％）

(1)施設等への入所・入居の検討状況（要介護3以上） (2)現在の生活を継続していく上で不安に感じる介護

Ⅴ　在宅介護実態調査　

Ⅵ　介護保険事業運営状況

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護４

計

要介護３

要介護５

その他給付費

高額介護サービス費等給付額

高額医療合算介護サービス費

特定入所者サービス費

審査支払手数料

37.　保険料段階数
39.　準備基金一人当たり残高（円）

38.　介護給付費準備基金残高（円）
40.　保険料収納率

歳入科目 歳出科目 決算額（千円）

保険料 介護保険料 総務費

保険給付費

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

介護サービス等諸費

介護予防サービス等諸費

高額介護サービス等費

高額医療合算介護サービス等費

特定入所者介護サービス等費

 審査支払手数料

 市町村特別給付費

その他

計

介護給付費負担金

調整交付金

地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業以外）

保険者機能強化推進交付金

その他

計

介護給付交付金

地域支援事業支援交付金

計

支払基金
交付金

都道府県
支出金

都道府県負担金

財政安定化基金支出金

地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合次事業以外）

その他

計

相互財政安定化事業交付金

財産収入

寄付金

繰入金

繰越金

市町村債

諸収入

合計

42.   認定者・認定率（第１号被保険者）

認定者数（人）

財政安定化基金貸付金

計

区分

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護４

計

要介護３

要介護５

７５歳以上 ８５歳以上

認定者内訳（人） 認定率内訳（％）

８５歳以上７５歳以上
認定率（％）

介護予防・生活支援サービス事業費

一般介護予防事業費

介護予防把握事業

介護予防普及啓発事業

地域介護予防活動支援事業

一般介護予防事業評価事業

地域リハビリテーション活動支援事業

包括的支援事業・任意事業

地域包括支援センター運営事業

任意事業

在宅医療・介護連携事業

生活支援体制整備事業

認知症総合支援事業

地域ケア会議

その他

計

地域支援事業費

財政安定化基金拠出金

相互財政安定化事業負担金

保健福祉事業費

基金積立金

公債費

予備費

諸支出金

介護サービス事業勘定繰出金

他会計繰出金

その他

計

合計

参
考

(　
　

　
)

(　
　

　
)

参
考

居宅介護サービス（%） 居宅介護サービス（%）サ
|

ビ
ス
費

割
合

受
給
者

割
合


